
様式第１号（第５条関係）

しまね障がい者就労応援企業（しまね　ゆめいくカンパニー）認定申請書

令和　　年　　月　　日

　島根県知事　　　　様

申請者
　住　所　　

名　称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　しまね障がい者就労応援企業認定要綱第５条の規定により認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

Ⅰ　企業の概要

	名称
	

	所在地
	〒　　

ＴＥＬ　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　

	業種
	

	ホームページ、
	

	メールアドレス
	　　　　　　　　　　　　＠


Ⅱ　認定要件（該当するものを記入）

	障がい者多数雇用
	障害者就労支援事業所等
からの物品・サービスの購入
	重度障害者多数雇用事業所等からの物品・サービスの購入

	常時雇用労働者数　　　名

うち障がい者雇用数　　名
　障がい者の雇用率　　　％
令和　 年　　月　 日現在
	令和　　年　　月　　日

～令和　　年　　月　　日

において

円（税抜き）
	令和　　年　　月　　日

～令和　　年　　月　　日

において　

円（税抜き）


Ⅲ　企業からの一言（障がい者の就労支援に対する企業のお考えをお書きください。）

	


Ⅳ　添付資料

・障害者雇用状況報告書　事業主控　の写し（個人情報を秘匿したもの）※多数雇用の場合

　障がい者多数雇用の算定方法については、障害者雇用状況報告書に基づきます。
１．重度身体障害者及び重度知的障害者は、1人の雇用をもって2人の雇用とみなされます。
２．短時間労働者（1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満）について、以下が適用されます。
(1)重度身体障害者又は重度知的障害者の短時間労働者は、1人の雇用とみなされます。
(2)精神障害者は国の定める基準を満たすと、1人の雇用とみなされます。
・障害者就労支援事業所等、重度障害者多数雇用事業所等からの購入額に係る資料

・その他認定要件を確認する資料
・認定書の写し（更新の場合）
障害者就労支援事業所、重度障害者多数雇用事業所等からの購入額に係る資料
１．調達先について〇印をつけてください。

(1) 複数の障害者就労支援事業所からの物品・サービスの購入（消費税及び地方消費税を除く。）が１２０万円以上　
　 ※運営法人が全て同じではないこと。
　 ※Ａ型事業所１以上、B型事業所１以上から物品・サービスの購入を行うこと。
(2) 複数の重度障害者多数雇用事業所等からの物品・サービスの購入が（消費税及び地方消費税を除く。）６００万円以上
※運営法人が全て同じではないこと。

　① 複数の重度障害者多数雇用事業所
② 重度障害者多数雇用事業所及び特例子会社
　③ 重度障害者多数雇用事業所及び障害者就労支援事業所（①②が困難な場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	①契約金額
	②値引額
	③支払額
(①-②)
	④税抜価格

	⑤消費税等
（③－④）

	No１
	
	
	
	
	

	No2
	
	
	
	
	

	No3
	
	
	
	
	

	No4
	
	
	
	
	

	No5
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	(認定要件額)

	


２．請求書(請求明細)の写し　

３．領収書等の写し　　　　 　

　　※インターネットバンクによる支払いは該当箇所のみ抜粋し、原本証明を行うこと。
様式第２号（第９条関係）

しまね障がい者就労応援企業（しまね　ゆめいくカンパニー）認定変更届出書

令和　　年　　月　　日

　島根県知事　　様

申請者
　住　所　　

名　称　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　しまね障がい者就労応援企業認定要綱第９条の規定により、下記のとおり認定内容の変更を届け出ます。

記

Ⅰ　認定番号　　　第　　　号

Ⅱ　認定年月日　　令和　　年　　月　　日

Ⅲ　変更内容

	変更前
	変更後

	
	


